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議 案 第　２６　号

規 定 に よ り 、 こ れ を 議 会 の 認 定 に 付 す 。

平 成 ３ ０ 年   ９ 月 　５ 日

平 成 ２９ 年 度 河 南 町 水 道 事 業 会 計 決 算 認 定 に つ い て

河　南　町　長　　　　武　　田　　勝　　玄

平 成 ２ ９ 年 度 河 南 町 水 道 事 業 会 計 決 算 は 、 別 紙 の と お り 監 査 委 員 の 審 査 を 経 た の で 、 地 方 公 営 企 業 法 第 ３ ０ 条 第 ４ 項 の



　  河  南  町  長　　  武　　田　　勝　　玄    様

い た し ま す 。

平 成 ２９ 年 度 河 南 町 水 道 事 業 会 計 決 算 報 告 書 等 の 提 出 に つ い て

地 方 公 営 企 業 法 第 ３ ０ 条 第 １ 項 の 規 定 に 基 づ き 、 平 成 ２ ９ 年 度 河 南 町 水 道 事 業 会 計 決 算 報 告 書 等 を 別 紙 の と お り 提 出

河  南  町  長　   　武　　田　　勝　　玄

平 成 ３ ０ 年　 ５ 月 ３ １ 日

                                                                                                                        　     　       河  南  町  水  道  事  業



平 成 ３ ０ 年  ７ 月 ９ 日

河  南  町　　  監　　査　　委　　員　　様

審査に付します。

河  南  町  長　   　武　　田　　勝　　玄

平 成 ２９ 年 度 水 道 事 業 会 計 決 算 報 告 等 の 審 査 に つ い て

平 成 ２ ９ 年 度 河 南 町 水 道 事 業 会 計 決 算 報 告 等 を 地 方 公 営 企 業 法 第 ３ ０ 条 第 ２ 項 の 規 定 に 基 づ き 、 貴 監 査 委 員 の



1． 　 審 査 対 象

2． 　 審 査 の 結 果

　

河 南 町 長    武　　田　　勝　　玄　　様

                                    　　　　　　　　　 河 南 町 監 査 委 員　　佐々木　希絵

審 査 に 付 さ れ た 平 成 ２ ９ 年 度 河 南 町 水 道 事 業 会 計 決 算 報 告 書 及 び 決 算 附 属 書 類 は 、 い ず れ も 関 係 法

令 の 規 定 に 準 拠 し て 作 成 さ れ て お り 、 決 算 の 計 数 は 関 係 諸 帳 簿 ・ 証 書 等 と 照 合 し た 結 果 、 収 支 と も

適 正 で あ る と 認 め る 。

                                     　　　　　　　河 南 町 監 査 委 員　　 遠藤　忍

地 方 公 営 企 業 法 （ 昭 和 27 年 法 律 第 292 号 ） 第 ３ ０ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ る 平 成 ２ ９ 年 度 河 南 町 水 道 事 業 会 計

　　　　平 成 ３ ０ 年  ７ 月 ２ ７ 日

の 決算及び関係書類を 審査し た 結果の 意見 は、 下記 のと おり であ る。

記

平 成 ２ ９ 年 度 河 南 町 水 道 事 業 会 計 決 算

平 成 ２９ 年 度 河 南 町 水 道 事 業 会 計 審 査 意 見 書
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決 　　算　 　書



（１）収 益 的 収 入 及 び 支 出

　　　　　　　（単位 ： 円）

第１款　 水道事業収益

　第１項　営 業 収 益 △

　第２項　営 業 外 収 益

　第３項　特 別 利 益

　　　　　　　（単位 ： 円）

地 方 地 方

公 営 公 営

企 業 企 業

法 第 法 第

当初予算額 小       計 26 条 合       計 26 条 備              考

第 ２ 第 ２

項 の 項 の

規 定 規 定

に よ に よ

る 繰 る 繰

越 額 越 額

第１款　 水道事業費用 442,303,000 △ 0 0 426,603,000 0 426,603,000 0

　第１項　営 業 費 用 427,220,000 △ 0 △ 0 417,467,769 0 417,467,769 0 内仮払消費税等（ 17,287,832)

　第２項　営 業 外 費 用 14,783,000 △ 0 0 8,783,000 0 8,783,000 0

　第３項　特 別 損 失 300,000 0 0 352,231 0 352,231 0 内仮払消費税等（        25,941）0

備                          考

内仮受消費税等（23,361,814）

内仮受消費税等（     893,090）

合          計

82,753,000

314,309,000

397,062,000

52,231

417,599,631

408,564,725

8,682,675

352,231

81,753,000

315,009,000

52,231

06,000,000

流用増減額

0

100,325

8,903,044

9,003,369

区            分

区           分

補 正 予 算 額

300,000

700,000

1,000,000

    支                出

0

0 7,710,965

1,812,186

15,700,000

企 業

84,565,186

0 4,821

9,700,000

0

0

予                算                 額 

予算額に比べ

決     算     額

不   用   額

予                算                 額 

396,762,000

24 条

決算額の増減

9,527,972

地 方

法 第

 平 成 ２９ 年 度    河 南 町 水 道 事 業 決 算 報 告 書 

地 方 公 営 企

財 源 充 当 額

出 額 に 係 る

定 に よ る 支

第 ３ 項 の 規

業 法 第 24 条

    収                入

項 の

第 ３

決    算    額

公 営

0 0

406,589,972

322,019,965

4,821 内仮受消費税等（           357）

当 初 予 算 額

予
 

備
 

費
 

支
 

出
 

額

補正予算額

出 額

る 支

に よ

規 定

0



（２）資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位： 円）

第１款　 資 本 的 収 入 △ 3,683,004

　第１項　加 入 金 △ 993,600

　第２項　他会計負担金 △ 423

　第３項　工 事 負 担 金 △ 4,677,027

（単位： 円 ）

継続費

当 初 予 算 額 逓次繰 不  用  額 備         考

越　 額

第１款　 資 本 的 支 出 113,397,000 △ 0 0 23,291,046

　第１項　建 設 改 良 費 93,042,000 △ 0 0 23,290,697
内仮払消費税等
（12,676,861)

　第２項　企業債償還金 20,355,000 0 0 349

内仮受消費税等（   473,600)5,400,000 0 5,400,000 0 0 5,400,000

地 方 公 営 企

る 繰 越 額 に

の 規 定 に よ

業 法 第 26 条

当額○○ ○

小  　 計

    収                入

区            分 当 初 予 算 額

70,994,000 2,000,000

予                算                 額 

逓 次 繰

補 正 予 算 額

継 続 費

0

20,355,000

83,042,000

103,397,000

2,000,000

    支                出

0

0

0

0

区           分

113,647,560

10,000,000 113,647,560 217,044,560

11,344,000 0

流
用
増
減
額

補 正 予 算 額

54,250,000

備                   考

11,344,423

65,310,996

47,572,973

0

合   　 計 決  算  額

充 当 額

財 ○ 源

0

11,344,000

越 額 に

0

係 ○ る

継続費

決 算 額

0

規定によ

2 6 条の

越○額

6,393,600

10,000,000

0

52,250,000

る繰越額

規定によ

2 6 条の

企業法第

地方公営

173,398,863

逓次繰

20,354,651

る繰越額

合     計

68,994,000

193,753,514

20,355,000

196,689,560

小      計

企業法第

地方公営

予                算                 額 

係 る 財 源 充

68,994,000

11,344,000

0

0

52,250,000

　 資本的収入額が資本的支出額に不足する額　128,442,518円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額　12,203,261円、過年度分損益勘定留保資金 116,239,257円で補塡した。

0

0

予算額に比べ

決算額の増減

合     計

0

翌  年  度  繰  越  額

0

0



円 円 円
1 営　業　収　益

（１） 280,041,049
（２） 784,310
（３） 17,832,792 298,658,151

2 営　業　費　用
（１） 156,078,221
（２） 55,785,228
（３） 761,000
（４） 42,007,098
（５） 136,534,417
（６） 123,130
（７） 13,740 391,302,834

営　業　損　失

3 営　業　外　収　益
（１） 1,914,735
（２） 1,960,000
（３） 4,715,449
（４） 67,918,761
（５） 6,386,199 82,895,144

4 営　業　外　費　用
（１） 8,682,675
（２） 281,530 8,964,205

経　常　損　失

5 特　別　利　益
（１） 4,464
（２） 0 4,464

6 特　別　損　失
（１） 326,290
（２） 0 326,290

当年度純損失
前年度繰越利益剰余金
当年度未処分利益剰余金

19,035,570
124,017,720
104,982,150

321,826

18,713,744

92,644,683

73,930,939

配 水 及 び 給 水 費

他 会 計 補 助 金

総 係 費
受 託 工 事 費

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 営 業 費 用

減 価 償 却 費

他 会 計 負 担 金

原 水 及 び 浄 水 費

雑 収 益

そ の 他 営 業 収 益
受 託 工 事 収 益
給 水 収 益

平 成 ２9 年 度    河 南 町 水 道 事 業 損 益 計 算 書
（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

そ の 他 特 別 損 失
過 年 度 損 益 修 正 損

雑 支 出
支払利息及び企業債取扱諸費

資 産 減 耗 費

過 年 度 損 益 修 正 益

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他 特 別 利 益



別表第十二号(第十二条関係)

　　剰余金計算書様式

資　本　金

受贈財産
評価額

府補助金 他会計負担金 寄附金 加入金 工事負担金
資本剰余
金合計

減債
積立金

利益
積立金

建設改良
積立金

未処分利益剰余
金

利益剰余
金合計

前年度末残高 2,126,178,471 117,566,647 3,009,000 462,520 1,500,000 1,804,112 1,242,000 125,584,279 51,271,000 30,000,000 250,000,000 124,017,720 455,288,720 2,707,051,470

前年度処分額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

議会の議決による処分額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資本金への組入 0 0 0 0

減債積立金の積立 0 0 0 0

利益積立金の積立 0 0 0 0

建設改良積立金の積立 0 0 0 0

（繰越利益剰余金）

2,126,178,471 117,566,647 3,009,000 462,520 1,500,000 1,804,112 1,242,000 125,584,279 51,271,000 30,000,000 250,000,000 124,017,720 455,288,720 2,707,051,470

当年度変動額 0 0 0 160,612 0 0 0 160,612 0 0 0 △ 19,035,570 △ 19,035,570 △ 18,874,958

0 0 0

160,612 160,612 0 160,612

0 0 0

0 0 0

当年度純損失 0 △ 19,035,570 △ 19,035,570 △ 19,035,570

（当年度未処分利益剰余金）

2,126,178,471 117,566,647 3,009,000 623,132 1,500,000 1,804,112 1,242,000 125,744,891 51,271,000 30,000,000 250,000,000 104,982,150 436,253,150 2,688,176,512
当年度末残高

処分後残高

受贈財産の受入

他会計負担金の受入

加入金の受入

工事負担金の受入

平 成 ２９ 年 度    河 南 町 水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

　（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）

（単位： 円）

剰　　余　　金

資本合計
自己資本金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金



（単位： 円）

当年度末残高 2,126,178,471 125,744,891 104,982,150

議会の議決による処分額 0 0 0

資本金への組入 0 0 0

減債積立金の積立 0 0 0

利益積立金の積立 0 0 0

建設改良積立金の積立 0 0 0

（繰越利益剰余金）
104,982,150処分後残高

平 成 ２９ 年 度    河 南 町 水 道 事 業 剰 余 金 処 分 計 算 書 （ 案 ）

資本剰余金 未処分利益剰余金資  本  金

2,126,178,471 125,744,891



平 成 ２９ 年 度   河 南 町 水 道 事 業 会 計 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（ 平 成 2 9 年 4 月 1 日 か ら 平 成 3 0 年 3 月 3 1 日 ま で ）

（ 単 位 ： 円 ）
1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益又は当期純損失（△） △ １９,０３５,５７０
減価償却費 １３６,５３４,４１７
貸倒引当金の増減額（△は減少） △ ４６,７２４
退職給付引当金の増減額（△は減少） △ １２０,１１７
修繕引当金の増減額（△は減少） △ １５,００６,９００
賞与引当金の増減額（△は減少） ３９０,０００
法定福利費引当金の増減額（△は減少） ７４,０００
長期前受金戻入額 △ ６７,９１８,７６１
受取利息及び受取配当金 １,９１４,７３５
支払利息 ８,６８２,６７５
固定資産除却費 １２３,１３０
未収金の増減額（△は増加） △ ４,６２５,８００
未払金の増減額（△は減少） ２,０６６,７５２
前受金の増減額（△は減少）

小　計 ３９,０５６,０６３
利息及び配当金の受取額 △ １,９１４,７３５
利息の支払額 △ ８,６８２,６７５
業務活動によるキャッシュ・フロー ２８,４５８,６５３

2 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ ５１,９１１,８９４
加入金による収入 ５,９２０,０００
他会計負担金による収入 １１,３４４,４２３
工事負担金による収入 ４５,９８７,５６１
投資活動によるキャッシュ・フロー １１,３４０,０９０

3 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ ２０,３５４,６５１
財務活動によるキャッシュ・フロー △ ２０,３５４,６５１

資金増加額 １９,４４４,０９２
資金期首残高 ８７５,０６６,９１５
資金期末残高 ８９４,５１１,００７

その他流動負債の増減額（△は減少）

△

△

２１９,６４６

３,７６９,８６８
たな卸資産の増減額（△は増加） １３,７４０



円 円 円 円
1.

（１）
イ ２６１,３０５,４５２
ロ ２９５,２１３,４６０

△ ９０,００３,０９１ ２０５,２１０,３６９
ハ ４,７８０,３８７,３３４

△ １,８７７,７９４,０９２ ２,９０２,５９３,２４２
ニ ７３９,７６０,５２１

△ ４２８,６５１,８８２ ３１１,１０８,６３９
ホ １,８２０,０００

△ １,６３８,０００ １８２,０００
ヘ １,１１６,２６０

△ ６００,３００ ５１５,９６０
ト ２,７７８,３４９

△ ２,５００,５１４ ２７７,８３５
チ ７,９６０,０００

△ ２,１４９,２００ ５,８１０,８００
３,６８７,００４,２９７

３,６８７,００４,２９７
2.

（１） ８９４,５１１,００７
（２） ６７,３６１,８４２

△ ７１０,９７８ ６６,６５０,８６４
（３） ６６,６００
（４） ０

９６１,２２８,４７１
４,６４８,２３２,７６８

平 成 ２９ 年 度    河 南 町 水 道 事 業 会 計 貸 借 対 照 表
（ 平 成 3 0 年  3 月 3 1 日 ）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地
建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額
車 両 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額
工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額
リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額
そ の 他 有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
貯 蔵 品
前 払 金

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計



3.
（１）

イ ３７１,３７７,９１０

（２）
イ ２１,０８０,８８３
ロ １５,９４６,１５７

３７,０２７,０４０
４０８,４０４,９５０

4.
（１）

イ ２０,８０１,４３３

（２） ４２,７０８,５３９
（３） １,１７９,３０８
（４）

イ ２,９９３,０００
ロ ５７７,０００

３,５７０,０００
（５） ２,８２２,３４５

７１,０８１,６２５
5.

（１）
イ ３２９,０６０,７１７

△ ２１１,１９２,８３５ １１７,８６７,８８２
ロ １４,４９３,０６１

△ ７８９,６１７ １３,７０３,４４４
ハ １３,３３１,００５

△ １１,５８０,６２４ １,７５０,３８１
ニ １３７,５４２,８３５

△ １２２,３６２,１７８ １５,１８０,６５７

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

固 定 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

未 払 金
前 受 金
引 当 金

賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計
そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計
繰 延 収 益

長 期 前 受 金
受 贈 財 産 評 価 額
収 益 化 累 計 額

府 補 助 金

国 庫 補 助 金
収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額
他 会 計 負 担 金
収 益 化 累 計 額



ホ ３６８,９６６,８８１
△ １７７,８２７,３２１ １９１,１３９,５６０

ヘ １,７０８,４１５,９３０
△ ５８２,９９８,６３４ １,１２５,４１７,２９６

ト ４６,９１７,７５５
△ ３１,４０７,２９４ １５,５１０,４６１

１,４８０,５６９,６８１
１,９６０,０５６,２５６

6.
（１）

イ ８,３５７,８２８
ロ １,３５２,４６０,０３２
ハ ７６５,３６０,６１１

２,１２６,１７８,４７１
7.

（１）
イ １１７,５６６,６４７
ロ ３,００９,０００
ハ ６２３,１３２
ニ １,５００,０００
ホ １,８０４,１１２
ヘ １,２４２,０００

１２５,７４４,８９１
（２）

イ ５１,２７１,０００
ロ ３０,０００,０００
ハ ２５０,０００,０００
ニ １０４,９８２,１５０

４３６,２５３,１５０
５６１,９９８,０４１

２,６８８,１７６,５１２
４,６４８,２３２,７６８

加 入 金
収 益 化 累 計 額
工 事 負 担 金
収 益 化 累 計 額
水 道 施 設 負 担 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

資 本 金
資 本 金

引 継 資 本 金

工 事 負 担 金

繰 入 資 本 金
組 入 資 本 金

資 本 金 合 計
剰 余 金

資 本 剰 余 金
受 贈 財 産 評 価 額

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金
利 益 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金
当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

府 補 助 金
他 会 計 負 担 金
寄 附 金
加 入 金



重要な会計方針に係る事項

資産の評価基準及び評価方法
たな卸資産の評価基準及び評価方法
・ 貯蔵品　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法
・ 主な耐用年数

建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
その他有形固定資産

リース資産
・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。
引当金の計上方法

貸倒引当金
・ 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。
退職給付引当金
・ 職員の退職手当の支給に備えるため、「退職給付金の負担に関する協定書」に基づき、当年度末における退職

手当の要支給額に相当する金額を計上している。なお、一般会計が負担すると見込まれる額は３１，０３７千円で
ある。

賞与引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額を計上している。
法定福利費引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。

～

　注　　　記　　　表

1

⑴
①

⑵
①

６
～ ６０ 年

６５ 年
１０
３ ～ ４０ 年
４ ～ ２０ 年

５ 年
１０ 年

②

⑶
①

②

③

④



消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

リース契約により使用する固定資産
リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
未経過リース料相当額

賃貸借処理を行なっている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
１年以内
１年超

計
その他の注記

修繕引当金に関する経過措置
平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととしている。

引当金の取崩し
貸倒引当金の取崩し
当年度において、不納欠損処理に充当するため、貸倒引当金４６，７２４円を使用する
賞与引当金の取崩し
当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金２，６０３，０００円を使用する
法定福利費引当金の取崩し
当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出するため、法定福利費引当金５０３，０００円を使用する
修繕引当金の取崩し
当年度において、修繕費に充当するため、修繕引当金１５，００６，９００円を使用する
退職給付引当金の取崩し
当年度において、職員の退職手当を支給するため、退職給付引当金３，０９５，１１７円を使用する

④

①
３,７１７ 千円
６,３５５ 千円

１０,０７２ 千円

⑴
①

⑷
①

⑤

3
⑴

2

⑵

②

③

①
⑵

①



決　算　附　属　書　類



（１）

① 総 括 事 項

ま す 。

（業　務　量）

（収　益　的　収　支）

原水及び浄水費の委託料が339万8千円（34.6%)の増、配水及び給水費の修繕費が288万8千円（45.3％）の増、減価償却費

が485万3千円（3.7％）の増、総係費の委託料が349万4千円（35.1%）の減となったことなどです。

この結果、1㎥当たりの供給単価 167円79銭に対し、給水原価 198円67銭となっております。

１戸・１人あたりでの水需要については増加という結果となった。

収 益 的 収 支 の 収 入 で は 、 水 需 要 の 増 加 に 伴 い 料 金 収 入 は 増 収 と な り ま し た 。 支 出 に つ い て は 、 減 価 償 却 費 及 び

配 水 施 設 の 修 繕 費 が 増 と な り ま し た 。

用は4億59万3千円で前年度の 3億9,136万5千円に比べ922万8千円（2.4％）の 増となり、収支差引は 1,903万6千円の

赤 字 （ 前 年 度 は 1,481 万 6 千 円 の 赤 字 ） と な り ま し た 。 主 な 要 因 は 給 水 収 益 が 201 万 2 千 円 （ 0.7 ％ ） の 増 と な っ た も の の

っ て お り ま す 。 こ の 結 果 、 平 成 29 年 度 の 有 収 率 は 91.0 ％ と な っ て い ま す 。

と な り 、 年 間 総 配 水 量 は 1,834 千 ㎥ （ 同 36 千 ㎥ ・ 2.0 ％ 増 ） 、 年 間 総 有 収 水 量 は 1,669 千 ㎥ （ 同 240 ㎥ 増 ） と な

平成29年度における総収益は 3億8,155万7千円で、前年度の 3億7,654万9千円に比べ500万8千円（1.3％）の増、総費

平 成 29 年 度 に お け る 給 水 人 口 は 15,652 人 （ 対 前 年 度 比 29 人 ・ 0.2 ％ 減 ） 、給 水戸 数は 6,028戸 （同 41戸 ・0.7% 増）

と な り 、 経 営 状 態 は 厳 し い 状 況 に あ り ま す 。

経営の 安定化を図る た め 、引 き続 き財 政の 健全 化に 取り 組む とと もに 、今 後も 安全 で安 定し た給 水に 努め てま いり

平 成 ２９ 年 度    河 南 町 水 道 事 業 報 告 書

概 況

平 成 29 年 度 は 、 小 規 模 開 発 に 伴 う 新 規 入 居 等 に よ り 給 水 戸 数 は 増 と な っ て い る も の の 、 給 水 人 口 は 減 少 し て お り

経営全体としまして本年度は、昨年度に引き続き赤字決算となっており、今後、水道施設の老朽化による修繕・改築が必要



（資　本　的　収　支　の　状　況）

町 道 芹 生 線 他 仮 設 配 水 支 管 布 設 工 事 等 を 行 い ま し た 。

こ の 資 本 的 支 出 に 対 す る 収 入 の 不 足 額 は 、 当 年 度 分 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 1,220 万 3,261 円

施 設 改 良 事 業 と し ま し て 、 排 泥 設 備 設 置 工 事 、 町 道 山 城 寺 田 西 線 配 水 支 管 布 設 替 工 事 、 一 級 河 川 梅 川 改 修

平成29年度における資本的収入は6,531万1千円で前年度の6,731万1千円に比べ200万円（3.0%）の減、資本的支出は

1 億 9,375 万 4 千 円 で 、 前 年 度 の 1 億 5,439 万 7 千 円 に 比 べ 3,935 万 7 千 円 （ 25.5 ％ ) の 増 と な り ま し た 。

事 業 に 伴 う 水 管 橋 設 置 工 事 、 大 宝 高 区 配 水 池 整 備 工 事 に 係 る 委 託 等 を 行 い ま し た 。

と過年度分損益勘定留保資金 1億1,623万9,257円で補塡しました。

受 託 事 業 と い た し ま し て 、 町 道 中 村 線 配 水 支 管 布 設 替 工 事 、 町 道 上 河 内 馬 谷 線 配 水 管 布 設 替 工 事 、



報 告 第 ５  号
（報　告）
Ｈ ２９．　６．　７

議 案 第 ５３  号
（認　定）
Ｈ ２９．　９．２２

議 案 第 ６５  号
（原 案 可 決）
Ｈ ２９．１２．　５

議 案 第 ９０  号
（原 案 可 決）
Ｈ ３０．　３．　7

議 案 第 １０３  号
（原 案 可 決）
Ｈ ３０．　３．　７

　Ｈ ３０．　２．１４　

　 な  し

平成29年度河南町水道事業会計補正予算（第1号）

③ 行政官庁認可事項 （ 事業認可 ・ 起債など ）

② 議会議決事項 （ 議決 ・ 認定 ・ 承認 ・ 報告など ）

議　　案　　番　　号

平成28年度河南町水道事業会計決算認定について

平成28年度河南町水道事業会計予算繰越計算書につ
いて

平成30年度河南町水道事業会計予算

　Ｈ ２９．　９．　６　

件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名 提　出　年　月　日 議　決　年　月　日

　Ｈ ２９．１２．　５　

Ｈ ２９．　６．　７

Ｈ ３０．　３．　７

河南町簡易水道事業の河南町水道事業への統合に伴う
関係条例の整備に関する条例の制定について



0.0 人 人 人

1.0

1.0

1.0

0.0

1.0

2.0

6.0

その他職員

1.0

1.0

計

主　　　　査　　　　級

主　　　　任　　　　級

係　　　　長　　　　級

主　　　　事　　　　級

課 長 補 佐　　　  級

部　　　　長　　　　級

⑤ 料 金 そ の 他 供 給 条 件 の 設 定 、 変 更 に 関 す る 事 項

課　　　　長　　　　級

イ 長 の 同 意 を 必 要 と す る 主 要 職 員 の 任 免 （ 法 第 15 条 第 1 項 た だ し 書 ）

6.0

2.0

④ 職 員 に 関 す る 事 項

　 ア  職　員　数

計 備考

1.0

0.0

事務・技術職員区　　　　　　　　　分

0.0

　 　　　な  し

1.0

　 　　　な  し



(2)　工　　事

①施設改良事業の概要

事業名 施行内容 事業費 着工年月日 竣工年月日 備考

大宝高区配水池整備工事 配水池改修及び緊急遮断弁整備工　１式 106,346,023 平成28年4月1日 平成29年7月7日 大宝地内

府道竹内河南線他配水支管布設替設計業務委託 配水支管布設替詳細設計　960m 1,598,400 平成29年5月11日 平成29年11月10日 寺田地内

一級河川梅川改修事業に伴う変更設計業務委託 変更設計　１式（水管橋部） 107,919 平成29年7月25日 平成29年9月1日 東山地内

一級河川梅川改修事業に伴う水管橋設置工事 水管橋　Ｌ=36.0m（ｽﾃﾝﾚｽ鋼管　150Ａ他） 9,623,908 平成29年10月31日 平成30年3月20日 東山地内

排泥設備設置工事
φ300mm不断水工　1箇所、PPφ50mmドレン管設
置

2,635,200 平成29年12月8日 平成29年12月28日 山城地内

町道山城寺田西線配水支管布設替工事 配水支管布設（PPφ50他）　Ｌ=449.6m 8,579,520 平成30年1月15日 平成30年3月23日 寺田地内



②受託事業の概要

事業名 施行内容 事業費 着工年月日 竣工年月日 備考

町道中村線配水支管布設替工事 配水支管布設替（DIP-GXφ100他）　Ｌ=55.7m 5,069,520 平成29年6月6日 平成29年8月9日 中地内

町道芹生谷線他仮設配水支管布設工事（第１工区） 仮設配水支管布設（リース管φ100他）　Ｌ=415.6m 11,878,920 平成29年6月6日 平成29年9月8日 芹生谷地内

町道上河内馬谷線配水管布設替工事
配水本管布設替（DIP-GXφ150他） Ｌ=190.3m
配水支管布設替（DIP-GXφ200他） Ｌ=190.9ｍ

28,455,840 平成29年6月7日 平成29年9月22日 馬谷地内

一級河川梅川改修事業に伴う変更設計業務委託 変更設計　１式（水管橋部） 81,081 平成29年7月25日 平成29年9月1日 東山地内

一級河川梅川改修事業に伴う水管橋設置工事 水管橋　Ｌ=36.0m（ｽﾃﾝﾚｽ鋼管　150Ａ他） 1,585,412 平成29年10月31日 平成30年3月20日 東山地内



① 業　　務　　量

人 15,767 人 △ 人 △ 0.2 ％

　　府営水受水施設工 人 15,681 人 △ 人 △ 0.2 ％

　　事 戸 5,987 戸 戸 0.7 ％

　　町道山城今池線配 ㎥ 4,926 ㎥ ㎥ 2.0 ％

　　水管φ75布設工事 ㎥ 5,920 ㎥ △ ㎥ △ 3.0 ％

 ℓ 314  ℓ  ℓ 2.2 ％

 ℓ 378  ℓ △  ℓ △ 2.9 ％

㎥ 1,798,069 ㎥ ㎥ 2.0 ％

㎥ 1,668,753 ㎥ ㎥ 0.0 ％

㎥ 129,316 ㎥ ㎥ 27.5 ％

　　東山橋配水管橋梁 ％ 92.8 ％ △ ％ △ 1.9 ％

総 配 水 量

一人一日平均配水量

一人一日最大配水量

有 収 水 量

損 失 水 量

1,668,993

（３）

町 人 口

給 水 人 口

事            項

業 務

一 日 最 大 配 水 量

15,732

15,652

5,742

給 水 戸 数

一 日 平 均 配 水 量

2   9   年   度

6,028

5,024

321

367

164,893

1,833,886

7

有 収 率 91.0

240

1.8

平成29年6月16日

35

29

178

11

増         減
2   8   年   度

35,577

41

比                    較

比        率
備　　　　考

98

35,817



② 事業収入に関する事項（税抜）

構成比（％） 金　　　額　 (円） 構成比（％）

　　府営水受水施設工 78.3 294,788,466 78.3

73.4 278,028,353 73.8

0.2 17,760 0.0

4.7 16,742,353 4.4

21.7 81,760,240 21.7

0.5 2,054,665 0.5 △ △

0.5 2,775,000 0.7 △ △

1.2 4,967,302 1.3 △ △

17.8 65,740,924 17.5

1.7 6,222,349 1.7

　　府営水受水施設工 0.0 740 0.0

0.0 740 0.0

100.0 376,549,446 100.0

円

㎥
　＝　１６７円　７９銭

1,668,993

3,724 503.2

280,041,049

4,464 3,724

営　 業　 外　 収　 益

2.6163,850

381,557,759

1,960,000

供 給 単 価　＝

他 会 計 負 担 金

合　　　　　計

特 　 別　  利　  益

他 会 計 補 助 金

過年度損益修正益

長 期 前 受 金 戻 入

その他の営業収益

営　　業　　収　　益

受 取 利 息

　区　　　　　　分
2   9   年   度 比　　　　　　　較

298,658,151

金　　　額　 (円）

280,041,049

比　率（％）

1.3

139,930 6.8

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

17,832,792

増　　　減　 (円）

3,869,685

備　　　　　考

766,550

0.7

251,853

1,090,439

2,012,696

2   8   年   度

29.4

1,134,904

4316.2784,310

6,386,199

1.4

6.5

5,008,313

5.1

815,000

82,895,144

1,914,735

4,715,449

1.3

67,918,761 2,177,837 3.3

雑 収 益

4,464

503.2



③ 事業費に関する事項（税抜）

構成比（％） 金　　　額　 (円） 構成比（％）

　　府営水受水施設工 97.7 377,407,938 96.4

39.0 148,481,067 37.9

13.9 51,062,490 13.0

0.2 57,000 0.0

10.5 44,249,842 11.3 △ △

34.1 131,681,338 33.6

0.0 1,809,791 0.5 △ △

0.0 66,410 0.0 △ △

　　府営水受水施設工 2.2 13,934,143 3.6 △ △

2.1 9,121,360 2.3 △ △

0.1 4,812,783 1.2 △ △

　　府営水受水施設工 0.1 23,162 0.0

0.1 23,162 0.0

100.0 391,365,243 100.0

円

㎥

331,573,538

比　率（％）

2   9   年   度

1,686,661 93.2

金　　　額　 (円）

比　　　　　　　較

増　　　減　 (円）

156,078,221

4,722,738

7,597,154

2   8   年   度
　区　　　　　　分 備　　　　　考

総 係 費

136,534,417

391,302,834営　  業　  費　  用

受 託 工 事 費

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

減 価 償 却 費

55,785,228

8,964,205

42,007,098 2,242,744

1,235.1

123,130資 産 減 耗 費

営　業　外　費　用

支 払 利 息

326,290

9.2

8,682,675

雑 支 出 281,530

特 　 別　  損　  失

4,853,079

そ の 他 営 業 費 用 13,740

9,228,086 2.4

326,290

1,308.7

1,308.7

給 水 原 価　＝
1,668,993

　＝　１９８円　６７銭

303,128

合　　　　　計 400,593,329

303,128

94.2

52,670

4,969,938 35.7

79.3

438,685 4.8

5.1

5.1

3.7

3.7

761,000 704,000

13,894,896

4,531,253

過年度損益修正損



④ その他主要な事項

修　繕　工　事 （配水管関係５０㎜以上） （単位： 件 ）

自然漏水 破　 損 その他 鋳鉄管 石綿管 ﾋﾞﾆｰﾙ管 鋼　 管 弁栓類 弁栓室類 その他

0 0
0 0

1 5 6 1 3 2 6
1 1 1 1
1 1 1 1
4 4 2 2 4

0 0
1 1 1 1
2 1 3 2 1 3

1 1 1 1
2 1 3 2 1 3

1 1 1 1
5 2 14 21 0 0 4 0 3 9 5 21

修　繕　工　事 （給水管関係５０㎜未満） （単位： 件 ）

自然漏水 破　 損 その他 移設工事 分水栓 分水栓から
止水栓の間 止水栓 止水栓から

メーターの間
メーターから
蛇口までの間 その他

3 2 5 4 1 5
4 1 5 1 4 1 6
4 1 2 7 2 2 2 1 7
5 1 6 1 1 1 2 1 6
7 2 9 1 4 2 2 9
10 1 11 3 1 6 1 11
2 2 1 1 2
4 4 3 1 4
4 1 5 2 3 5
3 3 1 1 1 3
4 4 2 2 4
3 3 2 1 3
53 2 9 64 1 9 16 29 4 1 5 65

計 備　　　　考

1
2

5
6
7
8

　 　　項　 目

○ 月

原　　　因　　　別

11
12

3
計

9
10
11
12

管　　　　　　　種　　　　　　　別

4

4

計

3
計

修　　　　繕　　　　箇　　　　所

7
8

10

5
6

1
2

備　　　　考計計

9

　 　　項　 目

○ 月

原　　　因　　　別



開閉栓等処理件数 （単位： 件 ）

55 129 143 176 503

10
11

備　　　　考計

4
5

名義変更閉　　　 栓既設開栓新設開栓

6
7

計

　 　　   項 目
○ 月

12
1
2
3

8
9

5

18

2

10

15

5

26

18

20

20

21

24

26 33

24 21

25 24

23 31

20 25

25 42

90

81

71

84

81

96



（４）　会　　　計

①　　重要契約の要旨（１００万円以上）

契 約 年 月 日 契　　約　　金　　額 契　　　　約　　　　の　　　　内　　　　容 契　約　の　相　手

H29. 4. 11

26 1,966,064

1,490,400 公営企業会計事務支援等業務委託 ㈱大阪水道総合サービス

9.

近畿ビルサービス㈱

水道メーター購入（単価契約） ㈱ニッコク関西支店

水安全計画作成に係る技術支援業務

H29. 12.

H29.

大阪市水道事業

H29. 4. 26 28,771,200 中央監視制御等運転管理業務委託

H29. 4. 25 2,672,352

水道メーター取替業務委託（単価契約） ㈱ナカイ工業

H30. 1.

H29. 10.

緊急遮断弁保守修繕工事 ㈱清水合金製作所大阪営業所

H29. 5.

H29. 4.

H29. 5. 2 1,112,400

H29. 4. 27 1,801,440

11 1,598,400 府道竹内河南線他配水支管布設替設計業務委託 ㈱寛設計事務所

H29. 6. 6 5,069,520 町道中村線配水支管布設替工事 ㈱南口組河南支店

H29. 6. 6 11,878,920 町道芹生谷線他仮設配水支管布設工事（第１工区） ㈲石田建設

H29. 6. 7 28,455,840 町道上河内馬谷線配水管布設替工事 ㈲久門水道工業所河南支店

H29. 6. 27 4,752,000 持尾加圧ポンプ場送水流量計修繕工事 ㈱東芝関西支社

31 11,209,320 一級河川梅川改修事業に伴う水管橋設置工事 ㈱岩城大阪営業所

15 8,579,520 町道山城寺田西線配水支管布設替工事 ㈱大起建設河南支店

26 5,292,000 北加納・平石加圧ポンプ場計装機器等修繕工事 東芝インフラシステムズ㈱関西支社

8 2,635,200 排泥設備設置工事 ㈲石田建設



②

 　　本年度借入高

　　 本年度譲受高

 　　本年度償還高

　　 本年度末残高

イ  一時借入金

 　　 な   し

他会計負担金等の使途について

①

②

③

④

⑤

⑥

企業債及び一時借入金の概況

ア　企業債

  前年度末残高 412,533,994 円

他会計負担金（一般会計繰入金）4,715,449円は、企業債利息（非課税仕入）に4,715,449円（特定収入以外）を充当した。

他会計負担金（一般会計繰入金）11,344,423円は、企業債元金（不課税仕入）に11,344,423円（特定収入）を充当した。

他会計からの工事負担金（配水管移設補償）47,572,973円は、工事請負費等（課税仕入）に47,572,973円（特定収入）を充当した。

他会計負担金（一般会計繰入金）1,107,744円は、消火栓修繕工事（課税仕入）に1,016,280円（特定収入）を充当し、材料等（課税仕入）に91,464円

他会計補助金（一般会計繰入金）1,960,000円は、減価償却費（不課税仕入）に1,960,000円（特定収入以外）を充当した。

0

0

円

円

（5）

他会計からの工事負担金(受託事業事務費負担金）4,040,395円は、修繕費（課税仕入）に4,040,395円（特定収入）を充当した。

20,354,651

そ の 他

円392,179,343

円

（特定収入）を充当した。



収  益  費  用  明  細  書



金　　　　額　（円）

1．水 道 事 業 収 益 381,557,759

1．営 業 収 益 298,658,151

1．給 水 収 益 280,041,049

水 道 料 金 280,041,049

2．受 託 工 事 収 益 784,310

給 水 工 事 収 益 784,310

3．その他の営業収益 17,832,792

材 料 売 却 収 益 36,000

手 数 料 1,113,900

他 会 計 負 担 金 1,219,154

雑 収 益 11,423,343

工 事 負 担 金 4,040,395

節

収　　　　　入

給水工事収益

平 成 29 年 度    河 南 町 水 道 事 業 会 計 収 益 費 用 明 細 書

備　　　　　　   考款 項 目

有収水量 １，６６８，９９３㎥

メーターボックス

下水使用料徴収事務受託料

消火栓修繕負担金等

受託事業事務費負担金



金　　　　額　（円）

2. 営 業 外 収 益 82,895,144

1．受取利息及び配当金 1,914,735

預 金 利 息 1,914,735

2．他 会 計 補 助 金 1,960,000

他 会 計 補 助 金 1,960,000

3．他 会 計 負 担 金 4,715,449

他 会 計 負 担 金 4,715,449

４ 長 期 前 受 金 戻 入 67,918,761

67,918,761

５ 雑 収 益 6,386,199

そ の 他 雑 収 益 6,386,199

3. 特 別 利 益 4,464

1．過年度損益修正益 4,464

過年度損益修正益 4,464

備　　　　　　   考款 項 目 節

一般会計補助金

一般会計負担金

定期預金利息

加入金等



金　　　　額　（円）

1．水 道 事 業 費 用 400,593,329

1．営 業 費 用 391,302,834

1．原水及び浄水費 156,078,221

給 料 2,245,500

手 当 870,670

賞与引当金繰入額 282,000

法 定 福 利 費 577,650
法定福利費引当金
繰 入 額 53,000

旅 費 3,224

備 消 品 費 185,734

燃 料 費 105,557

光 熱 水 費 4,289

通 信 運 搬 費 69,748

委 託 料 13,201,574

貸 借 料 900

修 繕 費 37,032

動 力 費 899,893

受 水 費 137,541,450

公用車ガソリン等

企業団水道受水量（１，８３３，８８６㎥）

旧浄水場管理業務等

通信線添架料

旧浄水場管理用

原水・浄水設備機器等

電話使用料

取水・送水電力料

職員　１名

職員　１名

職員　１名

電気・機械用

節

支　　　　　出

款 項 目 備　　　　　　   考



金　　　　額　（円）

2. 配水及び給水費 55,785,228

給 料 8,406,600

手 当 4,991,453

賞与引当金繰入額 1,129,000

法 定 福 利 費 2,508,571

法定福利費引当金
繰 入 額 219,000

旅 費 19,170

被 服 費 37,630

備 消 品 費 731,910 工具類補充等

燃 料 費 82,417 公用車ガソリン等

通 信 運 搬 費 1,449,137 テレメーター専用料、電話使用料

委 託 料 7,772,720 電気設備保安業務、水道施設用地草刈

修 繕 費 9,265,000 配・給水管突発漏水等

動 力 費 17,341,865 配水施設電力料

薬 品 費 159,900 次亜塩素酸ナトリウム

材 料 費 1,125,436 配水管工事材料等

負 担 金 545,419 河南水質管理ステーション運営負担金

3. 受 託 工 事 費 761,000

修 繕 費 761,000

備　　　　　　   考

職員　２名

職員　２名

職員　２名

款 節項 目



金　　　　額　（円）

4．総 係 費 42,007,098

給 料 11,664,900

手 当 6,662,000 職員　３名

賞与引当金繰入額 1,582,000

報 酬 2,151,600

退 職 給 付 費 2,975,000

法定福利費引当金
繰 入 額 305,000

法 定 福 利 費 3,635,001 職員　３名

旅 費 78,443

備 消 品 費 207,170 参考図書、事務用品

燃 料 費 77,551 公用車ガソリン等

印 刷 製 本 費 475,906 電算用帳票、決算書等

通 信 運 搬 費 552,899 郵便料

委 託 料 6,444,170 水道メーター検針、会計システム保守

手 数 料 380,619 口座振替事務取扱手数料

貸 借 料 3,441,600 料金システム等借上料

研 修 費 6,000

負 担 金 586,968 各種団体負担金、庁舎維持負担金等

保 険 料 780,271 水道賠償責任保険、共済分担金

款 項 目 節 備　　　　　　   考

嘱託職員　２名

職員　３名



金　　　　額　（円）

5. 減 価 償 却 費 136,534,417

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費 136,534,417

6. 資 産 減 耗 費 123,130

固定資産除却費 123,130

7. その他営業費用 13,740

材 料 売 却 原 価 13,740

2. 営 業 外 費 用 8,964,205

1. 支 払 利 息 及 び 8,682,675

企業債取扱諸費 企 業 債 利 息 8,682,675

2. 雑 支 出 281,530

そ の 他 雑 支 出 281,530

3. 特 別 損 失 326,290

1. 過年度損益修正損 326,290

過年度損益修正損 326,290

款 項 目 節 備　　　　　　   考

水道メーターボックス売却原価



固　定　資　産　明　細　書



有形固定資産明細書

当年度 当年度 年度末 年度末償
増加額 減少額 現在高 当年度増加額 当年度減少額 却未済高

土 地 0 0 261,305,452 0 0 261,305,452

建 物 0 0 295,213,460 2,279,855 0 205,210,369

構 築 物 158,011,542 0 4,780,387,334 98,792,152 0 2,902,593,242

機 械 及 び 装 置 2,261,200 1,231,300 739,760,521 34,746,010 1,108,170 311,108,639

車 両 運 搬 具 0 0 1,820,000 0 0 182,000

工具器具及び備品 449,260 0 1,116,260 0 0 515,960

リ ー ス 資 産 0 0 2,778,349 0 0 277,835

その他有形固定資産 0 0 7,960,000 716,400 0 5,810,800

計 160,722,002 1,231,300 6,090,341,376 136,534,417 1,108,170 3,687,004,297

年度当初

1,820,000

667,000

2,778,349

の現在高

90,003,091

7,960,000

261,305,452

295,213,460

2,149,200

2,403,337,079

1,877,794,092

428,651,882

1,638,000

600,300

5,930,850,674

平 成 29 年 度    河 南 町 水 道 事 業 会 計 固 定 資 産 明 細 書

備   考資産の種類

2,500,514

（単位： 円 ）

減　価　償　却　累　計　額

4,622,375,792

738,730,621

累   計

0



企　業　債　明　細　書



大 蔵 省 H 7． 5 ． 26 22,500,000 8,577,449 3.85 H37． 3．25

大 蔵 省 H 9． 3 ． 25 15,000,000 6,628,637 2.80 H39 ． 3 ． 1

財務省財政融資資金 H15． 5 ．26 7,100,000 4,449,648 0.90 H45． 3．25

財務省財政融資資金 H15． 7 ．25 4,200,000 2,705,435 1.50 H45． 3．25

公 営 企 業 金 融 公 庫 H16． 5 ．20 11,600,000 7,710,139 2.10 H44． 3．20

公 営 企 業 金 融 公 庫 H16． 5 ．20 15,500,000 10,302,341 2.10 H44． 3．20

財務省財政融資資金 H16． 5 ．27 46,500,000 32,475,439 2.10 H46． 3．25

公 営 企 業 金 融 公 庫 H17． 5 ．27 29,100,000 20,377,187 1.90 H45． 3．20

公 営 企 業 金 融 公 庫 H17． 5 ．27 32,000,000 22,407,903 1.90 H45． 3．20

財務省財政融資資金 H17． 5 ．27 104,400,000 76,450,386 2.00 H47． 3．25

公 営 企 業 金 融 公 庫 H18． 5 ．16 55,700,000 41,605,220 2.20 H46． 3．20

財務省財政融資資金 H18． 5 ．26 68,800,000 53,314,495 2.30 H48． 3．25

公 営 企 業 金 融 公 庫 H19． 5 ．24 58,200,000 45,600,780 2.10 H47． 3．20

公 営 企 業 金 融 公 庫 H19． 5 ．24 800,000 626,814 2.10 H47． 3．20

財務省財政融資資金 H19． 5 ．28 73,200,000 58,947,470 2.10 H49． 3．25

計 544,600,000 392,179,343

30,393 173,186

平 成 29 年 度    河 南 町 水 道 事 業 会 計 企 業 債 明 細 書

償 還 終 期
利率
（％）

発 行 総 額  (円）種          類 発行年月日 未 償 還 残 高 (円）

12,599,220

469,192

15,485,505

3,889,861

2,366,838

14,094,780

626,938

1,279,854

27,949,6143,741,830

8,371,363

当年度償還高

償　　　　還　　　　高 （円）

1,048,944 13,922,551

639,269

償還高累計

5,197,659

2,650,352275,873

1,494,565159,706

1,691,631

9,592,097

14,024,561

152,420,65720,354,651

2,501,186 14,252,530

2,211,045

1,163,867

2,148,085

8,722,813


